
   

 
 

     

 

 

 

 

 

 

 

１．計画地におけるこれまでの経緯 

(1)住宅開発を中止して土地を相生市へ寄付  

当該地は平成７年頃「住宅団地)」として計

画され、「開発行為許可(都計法)」と「林地開

発許可」を取得し、洪水調整池２ヶ所の竣工

後、工事を中止していたが、事業者は平成 18

年 1月に相生市へ土地を寄付した。 

(2)太陽光発電施設に限定した事業者の募集  

相生市は、平成 26年 1月「遊休市有地の活

用(売却)」と「太陽光発電施設を設置・運営」

する事業者を募集することとした。 

(3)総合評価方式による事業者の選定 

募集要領は太陽光発電事業の建設及び管理

運営等を行うため、「総合評価方式(土地買取

価格＋企画提案)」が採用され、積水ハウス

(SPC)が選定された。また、コンサルタント業

務は、積水ハウス発注で弊社が担当した。 

２．計画地の概要 

(1))計画地の位置及び現況 

計画地は JR相生駅より西へ 2.5km、国道２

号より南へ 1.6kmの位置にあり、南側には山

陽自動車道が東西に延びている。 

区域内には前住宅団地の防災施設として２

ヶ所の調整池と、関西電力鉄塔(系統連系接続

が可能)が２基存在している。 

(2)地形概要 

計画地の標高は 10m～110mのなだらかな南

東向きの斜面からなり、３ヵ所の谷筋は湧水

が確認され、北側の３号谷筋は事業区域外か

らの流域面積 18.46haを抱えている。 

(3)地質概要 

 計画地は流紋岩質溶結凝灰岩が主体の火砕

流堆積物である。流紋岩は全体に風化が進ん

でいる。露頭では軟岩Ⅱ以下のものが多く、

２号調整池へ下る仮設道路沿い及び、調査地

中央の滝付近には中硬岩以上の新鮮堅硬な岩

盤が確認されている。  

(4)植生概要 

 植生はヤブツバキクラスと呼ばれるシイ類 

等からなる常緑樹林の地域である。 

事業予定地は、「地域森林計画の対象となっ

ている市有林」であり、アカマツ林やコナラ

林といった代償植生に置き換わっている。 

３．既設調整池の状況 

 既設調整池は平成９年頃、県へ調整池台帳

を提出していて、台帳は光都土木事務所が管

理している。調整池台帳以外の公文書は平成

14年度末に廃棄処分されている。  

以上のことから、土木事務所から既設調整

池流域に関連する「佐方川流量計算書」及び、

「調整池台帳」の資料を受け取った。 

 

 

 

◎ 公文書は不存在であったが、平成 26年 6 

月に前事業者が設計図書を保存していること

が分かり、相生市を通じてその資料を借用す

ることが出来た。 

既設調整池を活用した土地利用計画と 

洪水調整量の算定について  

ミツヤ設計株式会社 

木 口  誠 二 

建設部門 

総合技術監理部門 

◎太陽光発電事業の計画概要 

事業区域面積          36.6578ha 

発 電 容 量          11,770kW 

 年 間 発 電 量           13.599MWh 

太陽光パネル設置面積     13.8419ha 

  総 ア レ イ 数             1,099 基 (6段 7列/アレイ) 

パネル設置枚数・設置角度   46,158枚  ( 255W/枚)、 10° 

 

   

   

   

 

 

 

 

表－1.調整池台帳の概要 
調整池名 ダム形式 堆砂容量 洪水調節容量 

1号調整池 プール式 １,500m3 13,200m3 

2号調整池 重力式 670m3 3,820m3 

 

 

 



   

 

４．土地利用計画上の法規制について 

 計画上の法規制は、以下の項目が該当する。 

(1)「森林法の開発許可制度について」(H26/6) 

(2)「総合治水条例・施行規則・解説」(H24/4) 

５．土地利用計画の課題とその対応策 

 土地利用計画は、下記の６つの課題への対

応策を検討し、地質調査・土質試験の結果か

ら、土工バランス及び、高盛土(15m)の安定性

の照査を行い土地利用計画を策定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)「森林法」第 5運用基準第 5関係事項 

①表－2 の残置森林率は保安林区域を含め

41%あり、周辺の森林幅は 30mを確保した。   

②森林幅が 30mを確保できない箇所は、進入 

道路に桜並木を植栽することで了承された。 

 

 

 

(2)敷地内鉄塔の離隔について 

①鉄塔は敷地内に２基あり、１基は造成計画

に影響しない位置にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②他の１基については、鉄塔中心部から半径

10m 離した計画案を提示して、関西電力で内

部検討した結果、了承された。(図－2参照) 

(3)既設調整池の活用について 

①１号調整池はプール式のため容量変更はな

く、本計画では保安林部分を残置するため造

成面積(流域面積)が小さくなる。 

②前計画では２号調整池に係る造成盛土下部 

に逆Ｔ型・ブロック積擁壁があり、25m超の 

高盛土の安定性に問題がある可能性があった。 

③造成面積から想定した場合、洪水調整容量 

不足が懸念されるため、前計画時の洪水調整 

容量を 30%程度大きくする計画とした。 

(4)事業区域外流域の河川への直接放流 

事業区域外流域と区域内でバイパス水路へ

直接流入する流域は、バイパス水路により１

号調整池を経由せず、直接、西矢野谷川(準用

河川)へ放流する計画とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5)日影を考慮した造成法面と土工バランス 

①切土・盛土の法面勾配「森林法」運用基準

第 2の 3関係事項表 1より 

ア．切土勾配:1:1.5、直高 5m毎に小段幅 1.5m 

イ．盛土勾配:1:1.8、直高 5m毎に小段幅 1.5m 

②日影の影響の小さい切土法面勾配の検討 

本計画では長大切土法面があり、日影が太

陽光パネルへ影響するため、切土法面勾配を

全て 1:1.5とした。(礫混土、軟岩Ⅰ～Ⅱ) 

③パネルを設置する平地造成勾配の設定 

ア. 平地造成勾配は、排水流速から造成勾配

を決めることとする。『原則として、雨水排
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土地利用計画上の課題 

地質調査・土質試験 

 土地利用計画の策定 
 

図-1.土地利用計画の策定 

表－2.第 5 運用基準第 5関係事項 

開発行為の目的 残置森林率 森林の配置等 

工場・事業所の 

設置 

森林率は概ね 25%

以上(緑地含む)  

周辺に幅概ね

30m以上を配置 

 

 

 

 

 

 

表－3．バイパス水路の流域面積 

流 域 区 分 流域面積 

上流区域外からの流域 18.46ha 

区域内からバイパス水路へ流入する流域 1.06ha 

計 19.52ha 

 表－4．バイパス水路断面の形状(単位:mm)  

区 分 種  類 幅 高さ 管径 

呑口部 

L=15m 

 1800～ 

1200 

600～ 

900 

 

一般部 二次製品 1200 900  

階段部 二次＋現打 1200 1500  

管 渠 塩化ピニ (360°固定) 1,000 

 

 

 

 

 

 

図－2．敷地内の鉄塔との離隔(直径 10m) 
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水流速は 0.2m/sec～6.0m/sec』の範囲である。 

イ.排水路流速を2.0～4.0m/secに設定した場

合の排水路勾配は、1.0%～2.0%の範囲となる。 

ウ．上記イから排水路勾配を２%にすれば、平 

地造成勾配も２%になる。現況地形は南東向 

き斜面のため、南北方向に２%の南下がり、 

東西方向も２%の東下がりで計画をする。 

④地質調査結果を踏まえた土工バランス 

 

 

 

 

 

土工は地質調査結果により、土質別数量を

算出して工区を設定し、切土部が 10工区、盛

土部は８工区に分割した。土質別変化率は、

「道路土工要綱」を参考に決定した。 

 

 

 

 

 

 

(6)高盛土(15m以上)の安定性の照査 

①三軸圧縮試験(UU)による安定性の照査 

ア.当初、三軸圧縮試験はUU(9cm)で行い、高 

盛土の安定性の照査を行った。 

イ. 三軸圧縮試験(UU)の結果による評価 

三軸圧縮試験(UU)の設計強度が実際の盛土

強度を反映しているかが問われた。そのため

中型三軸圧縮試験CD(15cm)を追加した。 

②中型三軸圧縮試験(CD)による安定性の照査 

ア．盛土材料を２資料採取して、中型三軸圧

縮試験CDにより設計強度(C、φ)を求めた。 

イ．安定性の照査は、常時(Fs=1.5)と地震時 

(Fs=1.0 水平震度0.25)の計算を行い、安全率 

が確保されない断面は対策工法を検討した。 

 

 

 

ウ．中型三軸圧縮試験CDによる安定計算 

 本計画では15mを超える盛土箇所は5カ所あ 

り、常時の安全率は確保できるが、地震時は 

安全率 Fs＝1.0を下回る結果となった。 

 

 

 

 

 

エ．対策工法の検討 

 表－8 の結果から①－①、④－④、⑤－⑤

断面の地震時の安定計算結果(円弧すべり)を

解析すると、最小安全率の円弧は何れも造成

盛土直下の表土を抜けるものである。 

●対策工法は、工期・施工性・安全性・経済

性が確保される置換工法を提案した。 

置換工法で安定性の照査をした場合の安全

率は、表－9のとおりである。 

 

 

 

 

 

 表－9 から①－①、④－④、⑤－⑤断面は

地震時の安定性も確保されているため、対策 

工法は「置換工法」を採用した。 

オ.置換工法のポイント 

・置換の対象土層は、地表面に分布している 

腐植土、崩積土及び盛土(調整池工事による発

生土等）であり、締固め度も低く軟弱である。 

・掘削の目安は、バックホウで容易に掘削が 

できる。下位の地層は風化岩であり、掘削面 

が固くなるため現場で容易に判断ができる。 

(7)土地利用計画の決定 

  土地利用計画は 6つの課題に対し、「森林 

率・森林の配置」、「敷地内鉄塔の離隔」、「既

設調整池の活用」、「事業区域外流域をバイパ

ス水路による河川への直接放流」、「土工バラ

ンス」、「高盛土の安定性の照査」を実施して、

関係部署と調整を行い決定した。(図－3) 

表－6.土工量の概数(単位:m3) 
礫混土 軟岩Ⅰ 軟岩Ⅱ 掘削土量  

 

盛 土 
426,900 154,500 19,200 600,600 

変化率 

(1.05) 

変化率 

(1.14) 

変化率 

(1.20) 

補正土量 

(平均 1.078) 

448,300 176,100 23,100 647,500 646,800 

 差引土量 ＋ 700m3  

        平均運搬距離 ≒ 160m 

 

 

 

 

表－8. 安定計算結果 
 常  時 

Fs=1.50 

 地震時

Fs=1.0 

 

①-① 1.75 〇 0.94 × 

②-② 2.60 〇 1.63 〇 
③-③ 1.79 〇 1.05 〇 
④-④ 1.51 〇 0.92 × 

⑤-⑤ 1.63 〇 0.99 × 

 

 

 

 

 

 

 

表－7．中型三軸圧縮試験 CD(15cm)結果 

NO Cd kN/m2 Φd ° 

1－1 33.4 29.6° 

1－2 32.1 30.0° 

設計値 32.75 29.8° 

 

 

 

 

表－9．対策工法による安定計算結果 
 常 時 

Fs=1.50 

 地震時 

Fs=1.00 

 

①－①  1.94 〇 1.05 〇 

④－④ 2.00 〇 1.23 〇 

⑤－⑤ 1.94 〇 1.18 〇 

 

 

 

 

表－5．地質調査の概要 
区   分 数  量 摘  要 

ボーリング調査 11ヶ所 掘進長 140m 

標準貫入試験 92回 土 58回、軟 34回 

土の締固め(A-c法) 3資料  

三軸圧縮試験(UU)   3資料  φ 9cm（一次調査） 

中型三軸圧縮試験(CD) 2資料 φ15cm (二次調査) 

 

 

 

 

 

 

断面 判定 判定 

判 定 判  定 断面 



   

 

 

6．洪水調整量の算定 

6－1．流域区分及び、下流河川の調査 

(1)調整池の流域区分 

①土地利用計画から、1 号調整池・直接放流

域、2号調整池の流域面積は表－11のとおり

である。 

 

 

 

 

 

②事業区域外流域は西矢野谷川へ直接放流 

 事業区域内の流域区分は、大きく 2つの流 

域に分かれていて、直接放流域は 1号調整池

流域に区分され、バイパス水路を経由して西

矢野谷川支流へ直接放流する。2号調整池は、

中谷川を経由して西矢野谷川へ合流する。 

 

(2)下流河川の流下能力の検討について 

① 下流河川の調査区間  

下流河川の調査区間は、「その地点の流域面

積に占める開発を行う区域の全面積の割合が

２%になる地点まで」とする。 

②１号調整池流域面積と区域外直接放流区域

面積は 35.19ha であり、２%対応地点は 

17.60km2となる。 ≪相生湾内になる≫ 

③佐方川最下流地点(A-1=8.218km2)から、上

流側区間で調査を実施する。(A-2=7.738km2)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

図－4．下流河川の調査区間 

相生湾 

佐方川 

西矢野谷川 

事業計画区域 

表－11.1号・2号調整池流域面積 
 1号調整池 直接放流 2号調整池 

(中谷川⇒西矢野谷川) (西矢野谷川⇒佐方川) 

全体面積 15.67ha 19.52ha 9.91ha 

造成面積 10.03ha 0.25ha 5.12ha 

山地面積 2.28ha 19.09ha 2.90ha 

草地等 3.36ha 0.18ha 1.89ha 

 

区分  

1号調整池 

鉄塔 

表－10．土地利用計画表 

区  分 面積(ha) 割合(%) 

パネル設置区画 14.07 38.4 

法  面 5.45 14.9 

 1号調整池 0.37 1.0 

2号調整池 0.34 0.9 

バイパス水路 0.09 0.2 

沈砂池 0.03 0.1 

道  路 0.95 2.6 

保 存 林 14.87 40.6 

現況保存  0.48 1.3 

合  計 36.66 100..0 

 

 

 図－3.土地利用計画平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－2．真上からの空中撮影(4/21) 

A-1佐方川河口 

A-2 

防

災

施

設 

2号調整池 

写写真－１．ドローンによる空中撮影(5/20) 

B-5 



   

④１号調整池のネック地点 ⇒ A－2  

⑤２号調整池のネック地点 ⇒ B－5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6－2．1号調整池の洪水調整量の計算 

(1) 流域・流出係数 

①太陽光パネル設置区画の平均流出係数 

平均流出係数＝1.0×0.6＋0.9×0.4＝0.96 

②調整池流入区域の流出係数 

流出係数＝0.89 

③直接放流区域－1(バイパス放流区域－2) 

流出係数＝0.75 

(2)洪水調整量の計算 

①洪水到達時間 

ア．角屋式の C値 C＝66 

イ．洪水到達時間 

ここで降雨強度は、B1 地域の年超過確 1/30

降雨強度式を用いる。 

r ＝ 
736.9 

t0.6 + 1.521 

 

 

 

 

 

 

 

 

②計画対象降雨及びハイドログラフ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③許容放流量の計算 

ア．下流河川の調査 〔6-1.(2)を参照〕 

イ．許容放流量（直接放流区域がある場合） 

Qa ＝ A × qa － ΣQ' 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④計画洪水調整容量の算定 

ア．調整池の諸元 

・調整池の名称 : 1号調整池 

・洪水調節方式 : 自然調節方式 

表－12．下流河川流下能力算定結果一覧表 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－14．許容放流量（直接放流区域） 

開発行為を行う区域の面積 A1 0.1567 km2 

直接放流区域-1の面積 A2 0.0103 km2 

直接放流区域-2の面積 A3 0.0378 km2 

調整池設置箇所の流域面積 A 0.2048 km2 

許容放流比流量 qa(A―2地点) 9.306 m3/s/km2 

直放域 1/30年ピーク流量 Q2' 0.2874 m3/s 

直接放流区域の流出係数 f2' 0.75   

直放域 1/30年ピーク流量 Q3' 1.0688 m3/s 

直接放流区域の流出係数 f3' 0.76   

調整池の計画最大降雨強度 r 133.93 mm/hr 

許容放流量 Qa 0.5497 m3/s 

 

 

 

 

表－13．洪水到達時間 
洪水到達時間  10 8.24 8 7.97 7.96 

流出係数 f  0.89 0.89 0.89 0.89 0.89 

降雨強度 r 133.93 145.47 147.29 147.52 147.59 

流域面積 A 0.1567 0.1567 0.1567 0.1567 0.1567 

角屋式の C値  66 66 66 66 66 

有効降雨強度  119.2 129.5 131.1 131.3 131.4 

洪水到達時間T 8.24 8 7.97 7.96 7.96 

Ｔ＝7.96≒10分とする。 

 

 

 

 

 

図－7．時間降雨分布曲線図 

 

 

図－5．降雨波形(中央集中型) 

 

図－6．流出ハイドログラフ 



   

・許容放流量  : 0.5497m3/s 

・調整池の容量と水位  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．放流施設の概要 

 オリフィスは、B39cm×H29cmとなる。 

ウ．計画洪水調整容量の算出 

   

       

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤)１号調整池のまとめ 

 

  

 

 

 

 

前計画の調整池詳細は「１号調整池台帳」

から、流域面積で約 3.0ha、洪水調整量で 1, 

900m3減少している。オリフィスは許容放流量

が減少したため、10cmの嵩上を行い B39cm×

H29cm となった。全体としては前計画より造

成面積が縮小したため、調整池容量も余裕を

持って計画を行うことが出来た。 

6－3．２号調整池の洪水調整量の計算 

(1)２号調整池のまとめ 

 

 

 

 

 

 

２号調整池は前計画より造成面積が増えた

ため洪水調整量が増加したが、調整池容量を

前計画より 30%程度大きくしたことにより、

計画容量の範囲内(6,500m3)で対応できた。 

7．おわりに 

 土地利用計画では６つの課題への対応策を 

検討した。その中で土工では軟岩Ⅰ～軟岩Ⅱ 

の補正土量が増えたため、造成計画高を嵩上 

げして調整を行った。また、高盛土の安定性 

の照査では、三軸圧縮試験(UU)の設計強度が 

実際の盛土強度を反映しているかが問われた。 

今後、大量土工では中型三軸圧縮試験(CD)を 

最初から導入して行きたい。 

１号・２号調整池では、前計画から新土地

利用計画に変更したことによる構造上の安全

性・洪水吐等の妥当性の確認も行った。 

 なお、紙面枚数の都合上、計算式・記号の

説明、図表を省略した。       以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－16．前回と今回の設計値の比較表 
  既設設計値 今回設計値 

流域面積 18.65 ha 15.67 ha 

直接放流面積 3.53 ha 4.81 ha 

洪水流量 5.9450 m3/s 5.1880 m3/s 

洪水調整量 13,200 m3 11,300 m3 

ネック点比流 9.0000 m3/s/km2 9.3060 m3/s/km2 

許容放流量 0.9000 m3/s 0.5497 m3/s 

最大放流量 0.8160 m3/s 0.5160 m3/s 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－8．水位～容量曲線図 

 

表－15．洪水調整量計算表 

 

 

 

 

 

 

 

洪水調整量≒11,300㎥ 

表－17．前回と今回の設計値の比較表 

  既設設計値 今回設計値 

流域面積 9.17 ha 9.91 ha 

直接放流面積 0.08 ha 0.00 ha 

洪水流量 2.8560 m3/s 3.1710 m3/s 

洪水調整量 3,820 m3 5,270 m3 

ネック点比流 8.4100 m3/s/km2 8.4100 m3/s/km2 

許容放流量 0.7500 m3/s 0.8330 m3/s 

最大放流量 0.7499 m3/s 0.6150 m3/s 

 

 

 

 

 

 

 


